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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第60期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 44,992 25,166 167,751

経常利益（百万円） 4,247 198 3,454

四半期（当期）純利益（百万円） 2,793 74 1,481

純資産額（百万円） 44,173 42,736 42,725

総資産額（百万円） 105,847 86,368 91,703

１株当たり純資産額（円） 2,161.822,056.972,061.42

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 137.98 3.57 72.31

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 123.52 3.33 61.97

自己資本比率（％） 41.4 49.4 46.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△424 6,220 1,521

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
337 △455 △3,739

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
114 △5,601 1,289

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 2,241 1,449 1,286

従業員数（人） 414 480 427

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．平成21年６月29日に三協則武鋼業株式会社の株式を追加取得し連結子会社としており、第61期第１四半期連結会

計期間末においては、貸借対照表のみ連結しております。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、三協則武鋼業株式会社については、平成21年６月29日付で同社の株式を追加取得したこと

により連結子会社となっており、当社グループは、当社と連結子会社３社および非連結持分法非適用子会社２社で構

成されております。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が提出会社の持分法非適用関連会社から連結子会社となりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

三協則武鋼業株式会

社
大阪府松原市 87

鉄鋼・建材商品販

売事業
61.9

鉄鋼商品でありま

す鋼板類を当社等

より仕入、それを

加工して、ユー

ザー等へ販売して

おります。

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　　２．三協則武鋼業株式会社の役員には、提出会社の役員が１名兼任しております。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 480     

　（注）１．従業員数は就業人員であります。なお、嘱託は含まれておりません。

　　　　２．従業員数が当第１四半期連結会計期間において53名増加した主な要因は、三協則武鋼業株式会社が連結子会社と

なったことによるものであります。　

 

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 394     

　（注）従業員数は就業人員であります。なお、嘱託は含まれておりません。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

(1）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

鉄鋼・建材商品販売事業（百万円） 22,958 57.7　

工事請負事業（百万円） 2,020 40.2　

不動産賃貸等事業（百万円） 202 106.6　

消去又は全社（百万円） △15 166.7　

合計（百万円） 25,166 55.9　

　（注）１．総販売実績に対し10％以上の販売を行っている相手先はありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

鉄鋼・建材商品販売事業（百万円）
20,198 50.2　

(938) (22.1)　

工事請負事業（百万円） 1,915 40.8　

不動産賃貸等事業（百万円） 72 70.1　

合計（百万円）
22,187 49.3　

(938) (22.1)

　（注）１．（　）内の数字は、輸入金額であり内書で表示してあります。

２．仕入実績には、商品仕入・材料仕入のほか、商品加工費ならびにその他の事業費を含めております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した（事業等のリスク）について重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1)業績の状況

　当第１四半期連結会計期間の我が国経済は、一部で生産活動や株価の回復の兆しが見られたものの、昨年からの世

界的な金融危機の影響は根強く、企業収益や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷等、引き続き厳しい状況が続いており

ます。

　当鉄鋼流通業界におきましても、輸出の減少や国内需要の減退等により民間企業の設備投資意欲は回復せず、鉄鋼

需要も依然として低調に推移しており、企業間競争が益々激化する等深刻な状況が続いております。　

　このような環境のなか、当社グループにおきましては、従来からの基本戦略である「販売エリアの拡大」と「販売

シェアの向上」に積極的に取組むため、沖縄営業所と仙台営業所を本年４月より支店昇格させ、スタッフの増員と

在庫の拡充による更なるサービス向上に取り組んでおります。さらに、本年６月末には関連会社である三協則武鋼

業株式会社の株式追加取得により連結子会社とし、グループの一体性・機動性を高め、グループ内の経営資源の有

効活用を図るべく積極的な営業活動を行いました。

　しかしながら、実体経済の停滞感の影響を強く受け、売上・利益ともに減少し前年同四半期に比べ厳しい状況で推

移いたしました。この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は、251億66百万円（前年同四半期比44.1％減）と

なりました。主な要因といたしましては鋼材市況の下落と需要不振による販売数量の減少であります。　

　損益面におきましても、需要不振による販売数量の減少に加え、鋼材市況が下げ止まらず棚卸評価損２億10百万円

を計上するなど収益は前年同四半期に比べ大幅に落ち込み、営業利益１億28百万円（前年同四半期比96.9％減）、

経常利益は１億98百万円（前年同四半期比95.3%減）となりました。

　特別損益におきましては、貸倒引当金戻入があったものの固定資産除却損、固定資産圧縮損を計上し、当四半期純

利益は74百万円（前年同四半期比97.3%減）となりました。　　

　　

（セグメント別業績）

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

  売上高 （前年同四半期比％）  営業利益 （前年同四半期比％）

（鉄鋼・建材商品販売事業） 22,958百万円 （57.7） 31百万円 （0.8）

（工事請負事業） 2,020百万円 （40.2） 43百万円 （52.0）

（不動産賃貸等事業） 　202百万円 　（106.6） 　129百万円 　（150.4）

計 25,181百万円　 （56.0）　 204百万円　 （4.8）　

消去又は全社 △15百万円 （166.7）　 △75百万円 （98.6）　

連結 25,166百万円 （55.9）　 128百万円 （3.1）　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

に比べ１億62百万円増加し14億49百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果得られた資金は62億20百万円（前年同四半期は４億24百万円の使用）となりました。

　これは主に、売上債権ならびにたな卸資産の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果使用した資金は４億55百万円（前年同四半期は３億37百万円の獲得）となりました。

　　これは主に、有形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果使用した資金は56億１百万円（前年同四半期は１億14百万円の獲得）となりました。

　これは主に、短期借入金ならびに長期借入金の返済によるものであります。 
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

  当第１四半期連結会計期間において、三協則武鋼業株式会社の株式を追加取得し連結子会社となったことによ

り、以下の設備が主要な設備となりました。　

国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備
の内
容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース資
産

その他 合計

三協則武

鋼業株式

会社

本社工場

（大阪府松原市）

鉄鋼・建材商

品販売事業

コイ

ルの

切断

設備

122 373
498

（7,480）
－ 16 1,011 45

 
　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したも

のは、次のとおりであります。

　長崎支店の事務所の建替が完了し、平成21年７月より稼動しております。

　沖縄支店の自社ストックヤードも完成し、平成21年５月より稼動しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　 普通株式 21,244,830 同左

株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

証券会員制法人福岡証券

取引所

単元株式数

100株

計 21,244,830 同左 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれていません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成14年６月27日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 7,000 (１個につき１株)

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 613

新株予約権の行使期間
自　平成16年６月28日

至　平成24年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　613

資本組入額　307

新株予約権の行使の条件
権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役も

しくは従業員の地位にあることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

②平成16年６月25日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 455,500 (１個につき１株)

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 455,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,585

新株予約権の行使期間
自　平成18年６月26日

至　平成24年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　1,585

資本組入額　793

新株予約権の行使の条件
権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役も

しくは従業員の地位にあることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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　　会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

①2011年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成19年９月４日取締役会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 2,446

新株予約権の数（個） 488

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注） 1,405,529

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 1,736

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月４日

至　平成23年９月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）（注）

発行価格　 1,736

資本組入額   868

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権は、社債と分離して譲渡できない。

代用払込みに関する事項

該当なし。

ただし、各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資

するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同額と

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

 （注）・転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行

しまたは当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合を

除き、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当

社が保有するものを除く。）の総数をいう。

 調整後転換価額＝調整前転換価額× 

  　発行または処分株式数×１株当たりの払込金額

 　　既発行株式数＋ 時価

　 　 既発行株式数＋発行または処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割または併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その他本新

株予約権付社債の要項に定める一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。  　　　

・2008年９月５日および2009年９月４日（いずれも日本時間。以下、それぞれ「決定日」という。）まで（それぞ

れ当日を含む。）の20連続取引日の当社普通株式の終値の平均値で１円未満を切り上げた金額が当該決定日に

有効な転換価額を１円以上下回る場合、転換価額は、それぞれ、2008年９月19日および2009年９月18日（いずれ

も日本時間。以下、それぞれ「修正日」という。）以降（それぞれ当日を含む。）、上記の計算方法による終値の

平均値に下方修正される。なお、かかる修正転換価額は、当該決定日（当日を含まない。）から当該修正日（当日

を含む。）までの期間に上記に従いなされた調整（以下「中間調整」という。）に服する。ただし、いずれの場合

も、算出の結果、修正転換価額が第１回目の決定日に有効な転換価額の80％未満となる場合には、修正転換価額

は第１回目の決定日に有効な転換価額（ただし、中間調整および第２回目の決定日の修正については第１回目

の修正日（当日を含まない。）から第２回目の決定日（当日を含む。）までの調整に服する。）の80％に当たる

金額で１円未満を切り上げた金額とする。

　　なお、上記の転換価額の修正要項に基づき、2008年９月５日に転換価額の修正を決定し、2008年９月19日より転

換価額を2,170円から1,736円に下方修正しております。　
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～　

平成21年６月30日　
－ 21,244,830－ 3,780 － 3,494

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の移動は把握しておりませ

ん。

 

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   518,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  20,720,000207,200 －

単元未満株式 普通株式       6,330－ －

発行済株式総数   21,244,830 － －

総株主の議決権 － 207,200 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式70株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

小野建株式会社
大分県大分市大字鶴

崎1995番地の１
518,500 － 518,500 2.44

計 － 518,500 － 518,500 2.44
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 777 979 1,010

最低（円） 714 734 902

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,639 1,398

受取手形及び売掛金 38,286 47,879

商品及び製品 10,383 11,566

原材料及び貯蔵品 570 343

その他 5,976 2,630

貸倒引当金 △219 △270

流動資産合計 56,636 63,547

固定資産

有形固定資産

土地 ※4
 18,989 18,203

その他（純額） 8,279 7,718

有形固定資産合計 ※1
 27,269

※1
 25,921

無形固定資産 643 483

投資その他の資産

投資有価証券 902 960

その他 1,555 1,417

貸倒引当金 △638 △628

投資その他の資産合計 1,819 1,749

固定資産合計 29,731 28,155

資産合計 86,368 91,703

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 25,637 28,925

短期借入金 7,980 11,400

1年内返済予定の長期借入金 387 216

未払法人税等 130 52

賞与引当金 289 192

役員賞与引当金 63 67

その他 4,277 2,854

流動負債合計 38,765 43,708

固定負債

社債 2,746 2,447

長期借入金 620 1,578

退職給付引当金 546 520

役員退職慰労引当金 496 302

その他 456 420

固定負債合計 4,866 5,269

負債合計 43,631 48,977
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,780 3,780

資本剰余金 3,509 3,509

利益剰余金 35,769 35,902

自己株式 △602 △602

株主資本合計 42,457 42,590

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 177 135

繰延ヘッジ損益 △0 0

評価・換算差額等合計 176 135

少数株主持分 103 －

純資産合計 42,736 42,725

負債純資産合計 86,368 91,703
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 44,992 25,166

売上原価 38,901 23,470

売上総利益 6,090 1,696

販売費及び一般管理費 ※1
 1,925

※1
 1,567

営業利益 4,164 128

営業外収益

受取利息 9 1

受取配当金 7 12

仕入割引 24 14

受取家賃 11 11

負ののれん償却額 12 －

助成金収入 45 22

雑収入 13 25

営業外収益合計 124 86

営業外費用

支払利息 19 8

売上割引 23 8

為替差損 － 0

雑損失 0 0

営業外費用合計 42 17

経常利益 4,247 198

特別利益

固定資産売却益 267 3

投資有価証券売却益 2 0

貸倒引当金戻入額 － 39

特別利益合計 269 42

特別損失

固定資産除却損 － 17

固定資産圧縮損 － 22

投資有価証券評価損 17 3

その他 0 2

特別損失合計 18 45

税金等調整前四半期純利益 4,498 195

法人税等 ※2
 1,539

※2
 121

少数株主利益 165 －

四半期純利益 2,793 74
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,498 195

減価償却費 135 141

無形固定資産償却費 6 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △636 △46

受取利息及び受取配当金 △17 △14

負ののれん償却額 △12 －

支払利息 19 8

有形固定資産売却損益（△は益） △266 △0

売上債権の増減額（△は増加） △3,583 11,531

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,219 1,377

仕入債務の増減額（△は減少） 6,456 △6,802

その他 436 △144

小計 815 6,254

利息及び配当金の受取額 17 13

利息の支払額 △19 △5

法人税等の支払額 △1,238 △41

営業活動によるキャッシュ・フロー △424 6,220

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19 △536

有形固定資産の売却による収入 350 16

助成金収入 － 22

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 13 0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 68

その他 △6 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー 337 △455

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 600 △3,600

長期借入金の返済による支出 － △1,794

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △505 △207

その他 20 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 114 △5,601

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 27 162

現金及び現金同等物の期首残高 2,214 1,286

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,241

※
 1,449
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

 　平成21年６月29日付で三協則武鋼業株式会社の株式を追加取得し子会社と

なったことに伴い、当第１四半期連結会計期間より、同社を連結の範囲に含め

ております。なお、当該子会社のみなし取得日を当第１四半期連結会計期間末

日としているため、当第１四半期連結会計期間においては、同社の貸借対照表

のみを連結しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　     ３社　

２．会計処理基準に関する事項の変更 　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用

し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　この変更により当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響はありませ

ん。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結貸借対照表関係） 

　前第１四半期連結会計期間において、「商品」と掲記していたものは、明瞭性の観点から表示方法を見直した結果、

当第１四半期連結会計期間より「商品及び製品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間の「商品」に含まれる「商品及び製品」は172億74百万円、「原材料及び貯蔵品」

は２億71百万円であります。　

　

（四半期連結損益計算書関係） 

 　 前第１四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。

　なお、前第１四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は０百万円であります。
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【簡便な会計処理】
 

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。　

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっておりま

す。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。一部の子会社においては、法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項

目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成21年４月１日 
 至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、8,596百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、7,343百万円であ

ります。

　２　受取手形割引高は、123百万円であります。 ――――――――

　３　受取手形裏書譲渡高は、0百万円であります。 　３　受取手形裏書譲渡高は、11百万円であります。

※４　取得価額から控除されている国庫補助金等の圧縮記

帳額は次のとおりであります。

　　　　　土地　　　　　　　　　　　　　22百万円　

――――――――
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

運賃 533百万円

貸倒引当金繰入額 189 

給料手当 349 

役員賞与引当金繰入額 12 

賞与引当金繰入額 178 

役員退職慰労引当金繰入額 7 

退職給付費用 17 

減価償却費 113 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

運賃 532百万円

給料手当 352 

役員賞与引当金繰入額 12 

賞与引当金繰入額 94 

役員退職慰労引当金繰入額 6 

退職給付費用 23 

減価償却費 114 

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて記載しておりま

す。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて記載しておりま

す。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 2,353

預入期間が３か月を超える定期預金 △112

現金及び現金同等物 2,241

 

 （百万円）

現金及び預金勘定 1,639

預入期間が３か月を超える定期預金 △190

現金及び現金同等物 1,449

 

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　21,244,830株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 518,570株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

平成21年６月１日の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  207百万円

（ロ）１株当たり配当額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・  10.00円

（ハ）基準日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成21年３月31日

（ニ）効力発生日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成21年６月29日

（ホ）配当の原資　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 39,784 5,027 180 44,992 － 44,992

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 9 9 △9 －

計 39,784 5,027 189 45,001 △9 44,992

営業利益 4,071 84 86 4,241 △76 4,164

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 22,958 2,020 187 25,166 － 25,166

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 15 15 △15 －

計 22,958 2,020 202 25,181 △15 25,166

営業利益 31 43 129 204 △75 128

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主要な内容

　・鉄鋼・建材商品販売事業　　　当グループの主力商品である鉄鋼商品ならびに建材商品の販売に関する事業

　・工事請負事業　　　　　　　　建材商品の販売に伴う材料込み工事請負事業

　・不動産賃貸等事業　　　　　　当グループ保有の不動産の賃貸事業およびゴルフ練習場運営事業

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

　　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 2,056.97円 １株当たり純資産額 2,061.42円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 137.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
123.52円

１株当たり四半期純利益金額 3.57円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
3.33円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 2,793 74

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,793 74

期中平均株式数（千株） 20,243 20,726

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） 0 0

（うち社債発行差金償却額） (0) (0)

普通株式増加数（千株） 2,361 1,407

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ 平成16年６月25日定時株主総会

決議ストックオプション

（新株予約権　　　455千個）

普通株式　　　　　455千株　
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（重要な後発事象）

      該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

前連結会計年度末に比して著しい変動が見られない為、注記の記載を省略しております。

２【その他】

　平成21年６月１日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　(イ）配当金の総額………………………………………207百万円　

　(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年６月29日

　　（注）　平成21年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

小野建株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古屋　泰生　　印

 　  　 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 村田　賢治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮本　義三　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小野建株式会社の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小野建株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

小野建株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　直己　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮本　義三　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小野建株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小野建株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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